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阪神電気鉄道の全線カーボンニュートラル運行は次のステージへ  

コーポレート PPA で追加性のある再エネ由来電力の導入を推進します 

鉄道業界でトップクラスの１６．７％に＜２０２６年度供給開始＞  
 

阪神電気鉄道株式会社（本社：大阪市福島区、社長：久須勇介）は、脱炭素社会の実現に向け

た取組みとして、双日株式会社（以下、双日）および関西電力株式会社（以下、関電）とコーポ

レートＰＰＡ※１に関する契約に合意しました。 

この取組みは、双日が設立する発電事業者が当社専用の太陽光発電設備を開発・運営し、関電

が小売事業者として当社への電力の調達・供給を行うもので、供給開始は２０２６年度を予定し

ています。  

 

当社では、２０２５年４月から関電の「再エネＥＣＯプラン※２」を活用した実質的に再エネ

由来の電力１００%による全線カーボンニュートラル運行を開始しており、本取組みにより追加

性※３のある再エネ由来の電力と環境価値を利用することで、環境維持にさらに貢献します。 

具体的には、当社専用に開発された太陽光発電設備（合計約１０，０００ｋＷ）から、追加性

のある再エネ由来の電力供給と環境価値の提供を行います。これは、２０２４年度の当社路線の

全使用電力量（駅などの付帯電力も含む）のうち約１６．７%に相当し、業界トップクラスの割

合です。また、削減できるＣＯ２排出量は年間約８，４５３トン※４で、一般家庭のＣＯ２年間排

出量に換算すると約５，１００世帯分、杉の木の年間ＣＯ２吸収量に換算すると約１００万本分

に相当します。  

 

今後も阪神電気鉄道では、まち全体の環境負荷のさらなる低減を目指して、環境保全活動に取

り組むことで、脱炭素社会の実現に貢献していきます。  

 

※１：「Power Purchase Agreement」（電力供給契約）の略。需要家と発電事業者が小売電気事  

業者を介して長期・固定価格での電力購入契約を結ぶ、電力供給・調達方法。  

※２：関西電力が提供する非化石証書（再生可能エネルギー由来）の持つ環境価値を付加した  

ＣＯ２フリーの電気料金メニュー。  

※３：太陽光発電所の新設など再エネ総量の増加に直接寄与する価値。  

※４：関電の２０２３年度の温室効果ガス排出量排出係数  ０．４１９ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ 

（調整後）から算出。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（ご参考）本取組みの概要  

  

コーポレートＰＰＡの概要 
 

発電事業者 双日株式会社が設立する特別目的会社  

小売事業者 関西電力株式会社 

需要家 阪神電気鉄道株式会社 

発電出力 約１０，０００ｋＷ 

供給開始時期 ２０２６年度（予定） 

 

 

 

 

提供：関西電力株式会社 

 

 

阪神グループは、「“たいせつ”がギュッと。」のブランドスローガンの下、これからも一人ひ

とりのお客様の“たいせつ”と向き合い、グループ一丸となって阪神らしいブランド体験を提供し

続けることで、その信頼と期待に応えてまいります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以 上 

https://www.hanshin.co.jp/taisetsu/

